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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

平成29年4月版

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

電気業

F_電気_ガス_熱供給_水道業 電気業F33

東京電力パワーグリッド株式会社指定地球温暖化対策事業者

基準年度

㎡ 基準年度

㎡

東京電力パワーグリッド株式会社　本社本館

東京都千代田区内幸町一丁目１番３号

事務所

50,598.27

㎡

基準年度㎡前年度末 ㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

5,220.30

基準年度

前年度末

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

基準年度

2017

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

教 育

特定テナント等事業者 東京電力ホールディングス株式会社

㎡

前年度末

前年度末

基準年度㎡

基準年度

㎡ 基準年度

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

39,618.36 39,618.36

前年度末

事 業 の 概 要

基準年度 ㎡

㎡

2,558.91

基準年度 ㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等

50,598.27

前年度末

当該ビルを所有管理している。
東京電力パワーグリッド株式会社本社本館機能の他，電力系統保護及び電力設備の監
視・制御を行っている。
・昭和４７年竣工
・地上１５階，ＰＨ２階，地下５階，就業人員約２７００人
・地上１５階～ＰＨ１，２階及び地下３～５階は機械室，地下１～２階は駐車場，地
上１３～１４階は情報通信機械室，その他は事務所

8,421.00

2,558.91

8,421.00

前年度末



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

計 画 の
担当部署

公 表 の
担当部署

名 称

アドレス：

名 称

電 話 番 号 等

公表方法

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日

アドレス：

閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

特定地球温暖化対策事業所

1972

当社では、社員一人ひとりによる省エネ・省資源活動をより一層充実させることを目的として、オフィスで消費
するエネルギー・資源（事務所内電気使用量、生活用水使用量、車両燃費、コピー・プリンター用紙購入量）に
ついて、2001～2005年度の間、2000年度を基準とした削減目標を設定して取り組み、達成してまいりました。
2006年度以降は、その水準を維持し続けるため、引き続き省エネ・省資源活を推進しています。
　なお、事務所内電気使用量については、2010年度から本取り組みをさらに推進し、2010～2014年度の5年間で
事務所建物のエネルギー消費原単位（MJ/m2）を2009年度比5％削減することを目標に、運用改善・チューニング
等に取り組み、目標達成いたしました。

東京電力パワーグリッド株式会社　業務統括室 総務・広報グループ

０３－６３６３－１３０９

東京電力パワーグリッド株式会社　業務統括室 法務・環境グループ

０３－６３６３－１３０４

http://www.tepco.co.jp

電 話 番 号 等

ホームページで公表

閲覧場所：

2009

2009 年度

入手方法：

【統括管理者】
東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社
業務統括室
総務・広報ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ

【推進責任者】
関係各部

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ

【推進員】

関係各部の職員

【算定責任者】
東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社
ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ
総務ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
現業管理ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ

【技術管理者】
東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社
経営技術戦略研究所
土木・建築ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ
建築設備技術ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ

【グループ環境管理部会等

（省エネルギー推進等）】

東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社

東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社

東京電力ｴﾅｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰ株式会社

【特定テナント推進員】
東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社
の職員

【テナント推進員】
東京電力ｴﾅｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰ株式
会社の職員

連携



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

メ タ ン
（ CH4 ）
一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌ ﾙｵ ﾛｶ ｰﾎ ﾞﾝ
（ HFC ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

2019年度までの取組を維持し、必要に応じた省エネ機器導入を図り基準排出
量の17％以上の削減を目標とする。

年度

現在の削減計画期間と同様に引き続き節水を行うことで、その他ガスを現状
の削減率を維持していくことを目指す。

4,693

年度 2016

92.8 92.2

2015

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水 37

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

4,731

そ
の
他
ガ
ス

38

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

4,701

年度年度 年度2017 2018 2019

当該事業所から排出される特定温室効果ガス以外のガス（その他ガス）は、
水道の使用及び下水道への排水に伴う二酸化炭素の排出のみである。2001年
から全社大で節水対策を実施しており、当該事業所は水使用量を基準年度平
均比で6％以上削減した状態を維持している。今後も、これまでの削減率を維
持していくことを目指す。

28,915

年度まで

16.99%

Ⅰ－１
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

6,967

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

年度年度2015 2016 2017

4,664

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2019

2020 2024年度から

年度から

全社大で「事務所建物エネルギー原単位の削減目標の設定」および「運用改善や劣化設備の省
エネ改修等の実施と効果の確認並びに水平展開の推進」を展開し、「事務所建物における省エ
ネルギー・CO2削減対策の推進」に取り組む。当該事業所の具体的施策として、「一斉退社日の
設定（月1回程度）による空調停止・照明消灯等の実施」、「クールビズ、ウォームビズの実
施」、「管理標準に従った運用対策の実施」、「更なる省エネルギー対策の立案・実施・効果
検証」等を行い、総量削減義務（17％）以上の削減を目指す。

2015 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

年度

2018 2019年度 年度



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

特定温室効果
ガス排出量(E)

2,303

4,693 4,664

具体的な増減要因

全社大で、2001～2005年度に事務所内電気使用量を2000年度比15％削減とチャレンジ
ングな目標を掲げ、省エネ対策の取り組みを展開し、当該建物は基準年度（2002～
2004年度）に18％削減（2000年度比）を達成した。以降、取り組みの継続、省エネル
ギーシステムの導入、大幅な節電対策の効果により、2016年度は約33％削減（基準年
度2002～2004年度比）を達成した。

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

削 減 義 務
期 間 合 計

2018 年度 2019 年度年度

4,5772,274

9,357

6,967

17.00%

34,835

17.00%

6,9676,967

年度 2017 年度 2018

17.00%

年度

17.00%

2015 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2015 2016

2015 年度まで

28,915

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2016

2019

2017 年度

Ⅰ－１

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

6,967 6,967

17.00%

2019 年度

削 減 義 務 量
(D ＝Σ (A× B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

２００２年度～２００４年度

2019 年度前削減計画期間 2018 年度2015 年度 2016 年度 2017 年度

5,920



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 130100 13_空気調和の管理 空調システムの改善
2007年度
実施済み

2 120200 12_冷凍機の効率管理 ＣＯＰ改善のための機器更新
2006年度
実施済み

3 150200 15_照明設備の運用管理 インバータ安定器への更新
2007年度
実施済み

4 140100 14_給湯設備の管理 高効率型熱源機器等の更新
2006年度
実施済み

5 140100 14_給湯設備の管理 高効率型熱源機器等の更新
2006年度
実施済み

6 110400
11_エネルギー使用量の管
理

ＢＥＭＳの導入
2007年度
実施済み

7 150300 15_事務用機器等の管理 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ安定器への更新
2009年度
実施済み

8 150300 15_事務用機器等の管理 高効率業務用計算機の更新
2008年度
実施済み

9 150300 15_事務用機器等の管理 高効率ＵＰＳの更新
2008年度
実施済み

10 130100 13_空気調和の管理 電算機室他の空調機の更新
2009年度
実施済み

11 110100 11_推進体制の整備 一斉退社日の設定と効果
2009年度
実施済み

12 150200 15_照明設備の運用管理 高効率照明器具への更新
2012年度
実施済み

13 120200 12_冷凍機の効率管理 高効率熱源機の更新 未定

14

15

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期

16

17

18

19

20

21

22

23

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

51

52

53

【排出量取引の計画及び実施の状況】

61

62

63



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

　当社では、社員一人ひとりによる省エネ・省資源活動をより一層充実させることを目的として、オフィスで消費
するエネルギー・資源（事務所内電気使用量、生活用水使用量、車両燃費、コピー・プリンタ用紙購入量）につい
て、2001～2005年度の間、2000年度を基準とした高い削減目標を設定して取り組み、一定の成果をあげました。
2006年度以降は、その水準を維持し続けるため、引き続き省エネ・省資源活動を推進しています。なお、事務所内
電気使用量については、2010年度から本取り組みをさらに推進し、2010～2014年度の5年間で事務所建物のエネル
ギー消費原単位（MJ/m2、エネルギーには電気を含む）を2009年度比5％削減することを目標に、運用改善・チュー
ニング等に取り組み、目標を達成いたしました。また、当社事務所建物において、事務室照明の60%以上消灯、空
調設定温度28℃（夏季）及び19℃（冬季）の徹底、エレベーターの間引き運転などの節電対策に、当社グループを
あげて取り組んでおり、オフィスで消費するエネルギーについて、中長期的にみて年平均１％以上のエネルギー消
費原単位の低減を目標として設定し、節電対策の周知徹底を実施しました。

これまで、当該事業所として以下の内容に重点を置き、温室効果ガス削減の取組を実施しました。

１．「クールビズ、ウォームビズ」の導入など、地球温暖化防止に向けた政策的取組に積極的に参画し、全社をあ
げてさらなる温室効果ガスの排出抑制に努めました。

２．一斉退社日を設定し、空調の停止・照明の消灯等を実施しました。

３．設備の劣化にあわせて、空調システムの改善（可変風量方式各階AHU、全熱交換器の採用）、COP改善のための
機器更新（高効率ターボ冷凍機の採用）、インバータ安定期への更新、高効率型熱源機等の更新（エコキュートの
採用）、BEMSの導入計画を順調に完了し、CO2削減に寄与しました。

４．BEMSを活用した省エネルギー対策を計画および実施し、空調設備の運用改善・チューニングにより電気使用量
を削減しました。

５．蓄熱システムの利点を最大限活用した日中の熱源機の稼動抑制や、照明設備の大幅な間引き等の抜本的な節電
対策を行うと共に、上記WGにてエネルギー使用量や対策実施状況を定期的にモニタリングすることにより、大幅に
電気使用量を削減しました。

以上の取組によって、H28年度末で基準年度比　約▲33％を達成しました。


